
資料３－１

各マニュアル等に反映すべき論点の素案について



マンション再生等に係るマニュアル等の見直しに向けて検討・整理すべき論点

論点
関係する

マニュアル等
備考

１．再生等手法の比較検討・合意形成の進め方 ① 資料２

２．
「建物の更新（一棟リノベーション）」の対
象工事

①②

３．客観的事由の判定方法 ①②③④⑨

４．集会決議の円滑化のための新たな措置の活用
（国内管理人、所在不明者の除外決定、財産管理人）

①②③④⑥

５．賃貸借の終了請求（手続き・補償） ①②③④⑥

６．売渡し請求における時価の考え方 ②③④⑥⑦

７．マンション再生事業等における登記手続 ②③④⑥⑦ 資料３－２

８．マンション再生事業等に関する認可 ⑧

９．要除却認定の見直し ①⑨
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【論点２】 「建物の更新（一棟リノベーション）」の対象工事

・新たな再生手法である建物更新（一棟リノベーション）について、どのような工事が対象なのか、想定される具体的な工事
内容を例示する。
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建物の更新：建物の構造上主要な部分の効用の維持又は回復（通常有すべき効用の確保を含む。）の
ために共用部分の形状の変更をし、かつ、これに伴い全ての専有部分の形状、面積又は位置
関係の変更をすることをいう。（区分所有法第64条の５第１項）

■建物更新とは
・区分所有建物の構造躯体を維持しながら、一棟全体をスケルトン状態とし、共有部分と全ての専有部分を更新する工事。
耐震性、機能性及び耐久性等の観点で建替えと同様の結果を得ることができるものを想定。

■共用部分について

【構造上主要な部分】
・柱、梁、壁、床等のいわゆる構造躯体。

【効用の維持又は回復（通常有すべき効用の確保を含む。）】
・構造躯体の維持・回復工事（ひび割れの埋め、駆体の補修、中
性化の進行対策）のほか、現状維持にとどまらない積極的に価値
を増進させるような改修工事（耐震性の向上など）も含む。

【形状の変更】
・共用部分の状態や工事の内容によって、法的な評価が異なるが、
以下のいずれの場合でも対象になり得る。

（１）保存行為（区分所有法第18条第１項ただし書）
（２）共用部分の管理（形状又は効用の著しい変更を伴わない

変更を含む。）（区分所有法第18条第１項本文）
（３）共用部分の変更（区分所有法第17条第１項）

■専有部分について

【形状、面積又は位置関係の変更】
・典型的には、構造躯体の維持・回復工事に伴っ
て行われる、内壁を撤去するなどした上で改装を
する工事や、専有部分の壁を取り去って二つの専
有部分を一つの専有部分とする工事等を想定

・ここでの「変更」とは、一般的な用語における変更
を意味しており、その程度にかかわらず、専有部分
に変更が生ずる行為を広く対象とすることを想定。

（例えば、専有部分の内壁を取り外し、柱や梁の耐震補強工事
を行った上で、従前と同じ位置に内壁を設置するケースでも、専
有部分の形状が一旦変わることになるため、「形状の変更」に当
たるものと解される。）

第1回 資料４より



【論点２】 「建物の更新（一棟リノベーション）」の対象工事

3

工事の内容の例 区分所有法上の扱い

①

【配管の全面更新】
［共用部分］

⚫ 共用部分の配管の更新

［専有部分］
⚫ 全ての専有部分の配管の更新

［共用部分］

✓ 共用部分の管理（第18条第１項本文）

［専有部分］

✓ 共用部分の管理に伴い必要となる専有部分の保存行
為等（第18条第４項）

②

【耐震改修＋共用部分の全面更新】
［共用部分］
⚫ 耐震改修（ブレース補強、開口部補強、耐震スリット設置等）
⚫ 共用部分の配管の更新
⚫ 外装、エントランス、玄関ドア、窓等の更新

［専有部分］
⚫ 全ての専有部分の配管の更新

［共用部分］

✓ 共用部分の変更（第17条第１項）

✓ 共用部分の管理（第18条第１項本文）

［専有部分］

✓ 共用部分の管理に伴い必要となる専有部分の保存行
為等（第17条第３項、第18条第４項）

③

【躯体の維持・回復】
［共用部分］
⚫ 躯体（壁・柱・床など）の維持・回復（ひび割れの埋め、躯体の補

修、中性化の進行対策）

［専有部分］
⚫ 上記工事に伴い必要となる専有部分の内装・床材の張替え（壁紙

張替え、フローリング張替え等）

［共用部分］

✓ 共用部分の管理（第18条第１項本文）

※ 工事の規模・程度によっては、保存行為や変更となる場合もあり
得る

［専有部分］

✓ 共用部分の管理に伴い必要となる専有部分の保存行
為等（第18条第４項）

④

【いわゆる一棟リノベーション】
［共用部分］
◎ 躯体（壁・柱・床など）の維持・回復（ひび割れの埋め、躯体の補

修、中性化の進行対策）耐震改修（ブレース補強、開口部補強、
耐震スリット設置等）

⚫ 共用部分の配管の更新
⚫ 外装、エントランス、玄関ドア、窓等の更新

［専有部分］
◎ 全ての専有部分の変更（区画や間取り変更、内壁の新調）
⚫ 全ての専有部分の配管の更新
⚫ 全ての内装・床材の張替え（壁紙張替え、フローリング張替え等）
⚫ 専有部分のオプション工事（キッチン、トイレ、ユニットバス更新等）

［共用部分］［専有部分］

✓ 建物更新（建物の構造上主要な部分の効用の維持又
は回復（通常有すべき効用の確保を含む。）のために
共用部分の形状の変更をし、かつ、これに伴い全ての専
有部分の形状、面積又は位置関係の変更をすることを
いう。）（第64条の５第１項）

※左表の◎は「建物更新」に該当するために必須の要素。

第1回 資料４より
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【論点２】 「建物の更新（一棟リノベーション）」の事例整理

活用場面・
ニーズ

取扱い

①
建物をス
ケルトンと
し、共用
部分・全
専有部分
を変更

区画も
変更

・建替えが困
難だが、新
築並みにした
い
・転出や面積
を増減したい

「建物更新」に
該当

②
区画は
変更し
ない

・建替えが困
難だが、新
築並みにした
い
・そのまま住み
続けたい

「建物更新」に
該当

③
大規模修繕工事等
と専有部分のリフォー
ムを独立して実施

・最小限の長
寿命化をし
つつ、専有
部分も更新
したい
・そのまま住み
続けたい

・「建物更新」に該当しない
（専有部分の変更が、
共用部分の変更に伴うも
のではない）

・「改修（共用部分の管
理・変更）」を多数決で
行いつつ、希望者のみ専
有部分をリフォーム実施

○ 賃貸住宅等の事例も含めて、一棟リノベーションとして実施された事例や検討事例を調査し、①～③の類型に整理。
○ いずれの場合も、マンションの再生等を図る上で有効な取組（工事内容）であるため、「建物更新」に該当せず、「改修
（共用部分の管理・変更）」として実施可能な③も含めて一体的に整理する。

従前 従後

共用廊下

専
有
部
分

共用廊下

・スケルトンにして躯体を補修・補強
・併せて専有部分も全面リフォーム

共用廊下

専
有
部
分

共用廊下

・スケルトンにして躯体を補修・補強
・併せて専有部分も全面リフォーム

共用廊下

専
有
部
分

共用廊下

・外壁を補修
・別途、専有部分を全面リフォーム
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【論点２】 「建物の更新（一棟リノベーション）」の事例整理

取扱い

④
リノベ済の住
戸は変更な
し

• 「建物更新」に該当し
ない（全ての専有部
分を変更していな
い）

⑤
リノベ済の住
戸も部分的
に変更

• 「建物更新」に該当す
る（程度は異なるが、
全ての専有部分を変
更）

• 費用分担の考え方に
ついて整理が必要

○ マンション内に、リノベーション済みの住戸が多く存在する場合、建物更新の実施に向けた合意形成が困難となるおそれ。
○ そうした場合であっても、各区分所有者の状況に応じた工事が可能となるように、⑤のように「建物更新」として実施する
ための要件等を整理。また、その場合の費用分担の考え方についても検討。

従前 従後

共用廊下

専
有
部
分

リ
ノ
ベ
済

共用廊下

専
有
部
分

リ
ノ
ベ
済

・スケルトンにして躯体を補修・補強
・併せて専有部分も全面リフォーム

・リノベ済住戸は一切変更しない
（その周囲の共用部分も変更しない）

共用廊下

専
有
部
分

リ
ノ
ベ
済

共用廊下

専
有
部
分

リ
ノ
ベ
済

一部変更

耐震補強

・スケルトンにして躯体を補修・補強
・併せて専有部分も全面リフォーム

・リノベ済住戸も（共用部分の変更
に伴い）部分的に変更

（前頁の②のケースでリノベ済住戸があった場合を想定）



【論点３】客観的事由の判定方法

• 建替え決議等の多数決要件を引き下げられる客観的事由の基準について、その内容や確認方法を解説。

○建替え決議の要件緩和

〇基準の詳細は法施行までに法務省令で規定

（要除却認定基準※と同様の内容とする予定）
※改正前のマンション建替法第１０２条

  ● 所在等不明区分所有者の決議の母数からの除外に加え、原則的な多数決割合は現行規定（４／５）を維持しつつ、
 一定の客観的事由※がある場合には多数決割合を３／４に引き下げる

下の①～⑤のいずれかに該当

① 耐震性の不足

② 火災に対する安全性の不足

③ 外壁等の剝落により周辺に危害を生ずるおそれ

④ 給排水管等の腐食等により著しく衛生上有害となるおそれ

⑤ バリアフリー基準への不適合

※客観的事由

〇基準の詳細は法施行までに法務省令で規定

（要除却認定基準※と同様の内容とする予定）
※改正前のマンション建替法第１０２条

○要除却等認定基準の概要

分類 基準 調査資格者の要件

耐震性不足
耐震改修促進法第22条第2項及び第25条第2項の規定に基づき地震に対する安全上
耐震関係規定に準ずるものとして定める基準に適合していないもの
（Ｉｓ値が0.6未満のもの）

耐震診断資格者等

火災安全性不足
建築基準法の防火・避難規定に不適合で、簡易な修繕で適合させることが困難な
もの（防火区画、２以上の直通階段、非常用昇降機 など）

建物の構造・規模に応じた建築
士・建築基準適合判定資格者

外壁等剥落危険性
鉄筋に沿った浮き・ひび割れ等が一定程度以上発生し、剥落の危険性が高いもの
（劣化グレード3の観測数＋劣化グレード2の観測数×0.71）÷調査箇所数≧ 0.34 など

一級建築士・二級建築士

配管設備腐食等 スラブ下配管方式の排水管で、二箇所以上で漏水が生じているもの 一級建築士・二級建築士

バリアフリー不足

建物出入口から多数の者が利用する居室（集会室等）又は各住戸等に至る一の経
路が、移動等円滑化経路に適用される全ての基準に適合することを基準とし、こ
れに該当していないもの（階段・段を設けない（１階分の上下の移動に係る部分を除
く）、廊下の幅が120cm以上 など）

建物の構造・規模に応じた建築
士・建築基準適合判定資格者
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【論点３】客観的事由の判定方法
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（客観的事由の判定方法）

• 要除却等認定基準への該当性の確認方法は
「要除却認定実務マニュアル」に記載されて
いるため、客観的事由の判定にあたっても、
当該マニュアル等を参照することが有用。

• 要除却等認定基準は、「●●の資格者が、
△△の方法により調査を行った結果、××の
基準に適合することが確かめられること」と
いう構成になっている。

• このため、（客観的事由が要除却認定と同様
の内容になるのであれば、）客観的事由に該
当するものとして多数決要件を３／４に緩和
して決議を行おうとする場合においても、適
切な資格者による調査結果の報告を踏まえ、
決議を進めることが必要である。

（要除却等認定との関係）

• 客観的事由の該当性に関し、要除却等認定を
受けることは必須ではないが、区分所有者へ
の説明や訴訟において決議の有効性等が争わ
れた場合に備え、決議に先立って基準の該当
性について公的な判断を得たいという場合に
は、要除却等認定を受けておくことが考えら
れる。

• なお、要除却等認定を受けた場合には、除却
等の努力義務が発生することに注意が必要。

（参考）要除却認定の申請書に添付する調査報告書



【論点４】集会決議の円滑化のための新たな措置の活用

・今回の改正で追加された集会決議の円滑化のための新たな措置（国内管理人、所在不明者の除外決定、所有者不明
専有部分財産管理制度）について、建替え決議等における活用方法や留意点を記載。
・これらの措置は、管理の円滑化のためにも有効な措置であるため、建替え等の決議の直前に対応するということではなく、検
討初動期（本来であれば日常管理の段階）から手当をしておくことが有効である旨に言及。

⚫ 区分所有者が、国内に住所等を有しない場合又は有し

ないこととなる場合に、その専有部分及び共用部分の

管理に関する事務を行わせるため、国内管理人を選任

することができる制度を創設

※ 規約で国内管理人の選任を義務付けることも可能

※ 国内管理人は、国内に住所等を有する者である必要

※ 区分所有者と国内管理人との関係は委任に関する規定に従う

①保存行為・利用改良行為

②集会招集通知の受領・集会における議決権の行使

③管理費等の区分所有者の債務の弁済

国内管理人の権限

 区分所有者が国内に住所を有しないケースが増加

 海外にいる区分所有者と連絡がつかないことがあると、建物の管理に支障

○国内管理人
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（法定権限以外の権限の付与）

• 建替え等の決議後の対応を円滑に進めるために、「建替えへの参加の催告の受領」、「建替えに参加するか否かの回
答」及び「売渡し請求の受領」といった、法定権限以外の権限についても、区分所有者と国内管理人との間の個別の
委任契約によって付与することも可能。（実務マニュアルで委任状の例を示す予定）

• マンション標準管理規約（コメント）で示されている「国内管理人の選任に関する届出書」等によって、法定権限以外
の権限の委任状況についても、管理組合でしっかりと把握をしておくことが重要。



【論点４】集会決議の円滑化のための新たな措置の活用

○所在等不明区分所有者の決議の母数からの除外

 所在等不明の区分所有者の存在が円滑な
決議を阻害

● 裁判所が認定した所在等不明区分所有者を全ての決議の

母数から除外する制度を創設

所在等不明区分所有者 → 必要な調査を尽くしても氏名等や所在が不明な区分所有者

（例）住民票など通常アクセスし得る公簿上の住所等を調査しても所在が明らかでない場合
区分所有者が死亡しているが、調査をしてもその相続人の存否が不明である場合 等
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（申立権者）

• 所在等不明区分所有者以外の区分所有者又は管理者が請求することが可能。

• 管理者がこの手続の申立てをするためには、規約の定め又は集会の決議が必要であると考えられ、このため、マンション
標準管理規約では、「理事長は、（略）、理事会の決議を経て、裁判所に対し、所在等不明区分所有者の除外
の裁判を請求することができる」旨が規定されている。

（区分所有者を知ることができず、又はその所在を知ることができないとき）

• 必要な調査を尽くしても区分所有者の特定ができず、又は所在が不明であることが必要。公示送達の際の相手方の
調査方法が参考となる。

• 最終的には個別の事案に応じて、裁判所が判断することになるが、通常アクセスしうる公簿、例えば、登記簿、戸籍、
住民票等の公的な記録の調査、専有部分の利用状況の確認等が必要と考えられる。

（決議後の対応）

• 所在等不明区分所有者の除外決定は、建替え等の決議までの措置。決議後の対応については、別途検討すること
が必要。



【論点４】集会決議の円滑化のための新たな措置の活用

○所在等不明区分所有者の専有部分の管理制度

管理人の選任の流れ

管理人

裁判所

利害関係人

①

②

● 所在等不明区分所有者の専有部分の管理に特化した

新たな財産管理制度を創設
※ 管理人は、裁判所の許可を得て、管理対象の専有部分を売却

可能（→ 売却代金は所在等不明区分所有者のために供託）

 所在等不明区分所有者の専有部分は適切
に管理されず、建物の管理に支障

管理者、区分所有者など（※）

弁護士、司法書士など（※）

⚫専有部分・共用部分の適切な管理を実現するため、

①管理命令の対象となった専有部分・共用部分

②管理命令の効力が及ぶ動産・権利

③これらの管理、処分等により管理人が得た財産

の管理・処分をすることが可能
※ ㋐保存行為、㋑専有部分等の性質を変えない利用改良行為の

範囲を超える場合には裁判所の許可が必要

※ 管理処分権は管理人に専属

※ 裁判所の許可があれば、区分所有者の同意なく、専有部分の処

分が可能 ※ 個別の事案に応じて裁判所により判断される

管理人の権限

（所有者不明専有部分管理人の権限）

• 所有者不明専有部分管理人は、建替え決議等の区分所有権の処分を伴う決議でも議決権を行使することは可能。
（区分所有者に与える影響が大きいことから、当該管理人において、裁判所の許可を得ることも検討される必要があ
ると考えられる。）

• 建替えへの参加の催告を受領し、それに回答することも可能。建替えに参加しない場合には、売渡し請求を受けて、
所在等区分所有者に代わり、区分所有権を時価で売却することになる。（売渡し請求に係る一連の手続きについて
は、裁判所の許可が必要になると考えられる。）

• 所有者不明専有部分管理人が、建替え決議後、他の区分所有者等に区分所有権を売却することが相当と判断す
る場合には、売渡し請求を待たずに、裁判所の許可を得て区分所有権を売却することも可能。

10※「必要な調査」等については、「所在等不明区分所有者の決議の母数からの除外」と同様



【論点５】賃貸借の終了請求（手続き・補償）

・賃貸借の終了請求を行う場合の手続き（留意点）や、通損補償の額の考え方について解説する。

○建替え決議がされた場合の賃貸借等の終了

 建替え決議がされても、賃借人の同意がない限り専有部分の賃貸借等は終了しないため、建替え工事の

円滑な実施を阻害

● 建替え決議がされた場合に、金銭補償を前提として賃貸借等を終了させる制度を創設

請求権者

６か月経過で賃貸借の終了

賃借人

明渡し
建替え
決議

賃貸借の終了請求

• 専有部分の賃貸人である
区分所有者

• 建替え決議に賛成した各区
分所有者（承継人含む）

• 建替え決議後に建替に参
加することとした各区分所有
者（承継人含む）

• これらの者の全員の合意に
より賃貸借の終了を請求す
ることができる者として指定さ
れた者

補償金と明渡し

賃借人（※）は補償金の
提供を受けるまでは専有
部分の明渡しを拒絶可

※ 適法にされた転貸借の転借人
含む

補償金の支払

賃貸されている専有部分の区分所有者は、賃借人（※1）に対し、賃
貸借の終了により通常生ずる損失の補償金の支払義務を
負う（※２※３）
※1 適法にされた転貸借の転借人含む
※2 賃貸されている専有部分の区分所有者以外の請求権者が賃貸借の終了請
求をした場合は、当該区分所有者と連帯して補償金の支払義務を負う

※3 「公共用地の取得に伴う損失補償基準（昭和37年10月12日用地対策連
絡会決定）」における借家人等が受ける補償（いわゆる通損補償）と同水準とす
ることが想定されるが、公共用地の取得の場合との異同を踏まえた上で適切な額が
算定されることになると考えられる

11

第1回 資料４より



【論点６】売渡し請求における時価の考え方

・建替え時の売渡し請求における「時価」は、売渡し請求を行使した時点における、建替えを予定した場合の区分所有権及
び敷地利用権の客観的な取引価格である。
・具体的な算定方法は、東京高裁判決・平成16年7月14日、最高裁判決・平成16年11月25日（上告棄却、上告受
理申立て不受理）を基に、以下の考え方が一般的に定着している。

建替えが完成した場合における再建
建物及び敷地利用権の価額から建
替えに要した経費を控除した額

①と②を比較衡量

①

再建建物の敷地とすることを予定し
た敷地の更地価格から現存建物の
取壊し費用を控除した額

②

・近傍類似地域の新築マンションの販売事例等から再建建
物の新築販売価格の総額を算出し、ここから現存建物の
現存建物の取壊し費用及び再建建物の建築に要する費
用等を控除して算出

・近傍類似地域において再建建物に類似する分譲マンション
の敷地にする目的で開発業者によって取得された事例を対
象とする取引事例比較法によって算出

〇建替計画を前提とした開発法による価格に準じた算定方法

〇取壊し最有効の場合の評価方法に準じた算定方法

12

第1回 資料４より



【論点６】売渡し請求における時価の考え方

13

（１）建替え

①建替えが完成した場合における再建建物及び敷地利用権の価額

・近傍類似地域の新築マンションの販売事例等から再建建物の新築販売価格の総額を算出し、

・ここから現存建物の取壊し費用及び再建建物の建築に要する費用等を控除して算出する

②再建建物の敷地とすることを予定した敷地の更地価額

・近傍類似地域において再建建物に類似する分譲マンションの敷地にする目的で開発業者によって取得された事例を
対象とする取引事例比較法によって算出し、

・ここから現存建物の取壊し費用を控除して算出する

（２）一棟リノベ（建物更新）

①一棟リノベが完成した場合における再建建物及び敷地利用権の価額

・近傍類似地域の一棟リノベをしたマンションの販売事例等から再建建物の販売価格の総額を算出し、

・ここから一棟リノベに要する費用等を控除して算出する

②再建建物に一棟リノベすることを予定した「建物＋敷地」の価額

・近傍類似地域において再建建物に類似する分譲マンションにリノベをする目的で開発業者によって取得された（建物
＋土地）事例を対象とする取引事例比較法によって算出する

→一棟リノベしたマンションの販売事例は極めて乏しく、近傍類似地域で事例を見つけることは、現時点では困難

・買取再販のマンションの一室の事例はかなり多く、一棟リノベのマンションの販売単価は、新築マンションの販売単価と買取再販マンションの
販売単価の中間に位置することは予想されるものの、特定は困難

・一棟リノベにより、分譲ではなく、賃貸する事例も近年増加しており、そうした事例では、収益還元法により、リノベ後のマンションの総額を出
すことは理論上は可能

→建物＋敷地を事業者が仕入れる場合、建物を取り壊して更地にしてからマンション等を建設し分譲するケースと、建物を取り壊さずに再生工
事を行い、分譲又は賃貸するケースが想定される。後者のケース（建物を取り壊さないことが最有効使用であるケース）であれば、「建物＋
敷地」を取引事例として採用することが可能



【論点６】売渡し請求における時価の考え方
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（３）再建

①再建が完成した場合における再建建物及び敷地利用権の価額

・近傍類似地域の新築マンションの販売事例等から再建建物の新築販売価格の総額を算出し、

・ここから再建建物の建築に要する費用等を控除して算出する

②再建建物の敷地とすることを予定した敷地の更地価額

・近傍類似地域において再建建物に類似する分譲マンションの敷地にする目的で開発業者によって取得された事例を
対象とする取引事例比較法によって算出する

※いずれも杭や基礎などの一部が残っている場合には、これらの部分の除却費用を控除する



【論点６】売渡し請求における時価の考え方

15

（参考）マンション敷地売却

・売却決議を前提として（取壊し前提）、敷地の更地価格から取壊し費用を控除して算出

更地価格の求め方：不動産鑑定士が敷地の最有効使用をどの用途と判断するかによって算出

（①開発法による価格、②取引事例比較法による比準価格、③収益還元法による収益価格）

マンションの場合：①と②（①重視が多い）

事業用ビルの場合：②と③（③重視が多い）

（４）建物敷地売却

・売却決議を前提として（取壊しは任意）、建物及び敷地の最有効使用をどう判断するかによって算出

建物の取壊しが最有効：現行のマンション敷地売却と同じ

マンションとして現存建物を残すことが最有効：①開発法と②取引事例比較法（①重視）

賃貸住宅や事務所など別用途として現存建物を残すことが最有効：②取引事例比較法と③収益還元法（③重視）

（５）建物取壊し敷地売却

・売却決議を前提として（取壊し前提）、敷地の更地価格から取壊し費用を控除して算出

（６）敷地売却

・売却決議を前提として、敷地の更地価格から算出

※杭や基礎などの一部が残っている場合には、これらの部分の除却費用を控除する

→（５）～（７）における更地価格の算出の考え方は、基本的には現行のマンション敷地売却と同じ

（７）取壊し

・取壊し決議を前提として、敷地の更地価格から取壊し費用を控除して算出



【論点８】マンション再生事業等に関する認可
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マンション再生事業等に関する認可等マニュアル（案）

序章 本マニュアルの目的と位置づけ

０．１．本マニュアルの目的
０．２．本マニュアルの位置づけ

第１章 マンション再生法における地方公共団体の役割

１．１．地方公共団体の役割
１．２．事業認可等に当たってのスタンス

第２章
マンション再生事業

第３章
マンション等売却事業

第４章
マンション除却事業

第５章
敷地分割事業

2.1 事務の概要
2.1.1 事業の概要
2.1.2 事務の概要

2.2 組合設立の認可等
2.2.1 組合設立の認可
2.2.2 事業計画の縦覧と意見書の処理

2.2.3 組合設立認可の公告
2.2.4 図書の送付・縦覧
2.2.5 理事長の氏名等の公告
2.2.6 定款・事業計画の変更の認可
2.2.7 個人施行の事業認可

2.3 権利変換計画の認可
2.3.1 権利変換計画認可
2.3.2 権利変換計画変更認可

2.4 管理規約の認可

2.5 組合の解散
2.5.1 組合解散認可
2.5.2 清算後の決算報告書の承認

2.6 組合等に対する指導・監督等

3.1 事務の概要
3.1.1 事業の概要
3.1.2 事務の概要

3.2 除却等計画の認定
3.2.1 除却等計画の認定
3.2.2 除却等計画変更の認定
3.2.3 認定買受人への報告徴収等

3.3 組合設立の認可等
3.3.1 組合設立の認可

3.3.2 組合設立認可の公告

3.3.3 理事長の氏名等の公告
3.3.4 定款・資金計画の変更の認可

3.4 分配金取得計画の認可
3.4.1 分配金取得計画認可
3.4.2 分配金取得計画変更認可

3.5 組合の解散
3.5.1 組合解散の認可
3.5.2 清算後の決算報告書の承認

3.6 組合に対する指導・監督等

4.1 事務の概要
4.1.1 事業の概要
4.1.2 事務の概要

4.2 組合設立の認可等
4.2.1 組合設立の認可

4.2.2 組合設立認可の公告

4.2.3 理事長の氏名等の公告
4.2.4 定款・資金計画の変更の認可

4.3 補償金支払計画の認可
4.3.1 補償金支払計画認可
4.3.2 補償金支払計画変更認可

4.4 組合の解散
4.4.1 組合解散の認可
4.4.2 清算後の決算報告書の承認

4.5 組合に対する指導・監督等

5.1 事務の概要
5.1.1 事業の概要
5.1.2 事務の概要

5.2 組合設立の認可等
5.2.1 組合設立の認可
5.2.2 事業計画の縦覧と意見書の処理

5.2.3 組合設立認可の公告
5.2.4 図書の送付・縦覧
5.2.5 理事長の氏名等の公告
5.2.6 定款・事業計画の変更の認可

5.3 敷地権利変換計画の認可
5.3.1 敷地権利変換計画認可
5.3.2 敷地権利変換計画変更認可

5.4 組合の解散
5.4.1 組合解散の認可
5.4.2 清算後の決算報告書の承認

5.5 組合に対する指導・監督等

売却事業のみ

再生事業のみ

○ 各事業の手続に沿って、都道府県知事等が行う認可等の事務
について、申請図書、審査のポイント、留意事項等を解説。

○ 再生事業については、「建替え実務マニュアル」の第３章の内容
を移設・充実して作成。それ以外の事業については、新規作成。

○認可等マニュアルの全体像

より詳細な目次案は資料４を参照



【論点９】要除却認定の見直しについて①

・要除却認定の見直し（認定内容の拡充や認定を受けた場合の法的効果の変更）やマンション敷地売却事業の見直しに
ついて、改正内容を解説を行った上で、実務面での対応について内容を充実させる。

17

改正前 改正後

認
定
内
容

マンションを除却する必要がある旨 マンションの除却又は更新をする必要がある旨

認
定
を
受
け
た
場
合
の
法
的
効
果

認定の要件を解消
する方法として、更新
（一棟リノベ）を追加

①区分所有者に対する努力義務

②マンションの建替えを行う場合の
容積率の特例

③都市再生機構に対する業務委託

①区分所有者に対する努力義務

②マンションの建替え・更新を行う場合の容積
率・高さ制限の特例

③都市再生機構に対する業務委託

④住宅金融支援機構による除却等の資金の融資

④マンション敷地売却決議が実施
可（特定要除却認定のみ）

⑤マンション敷地分割決議が実施可
（特定要除却認定のみ）

⑤マンション敷地分割決議が実施可

第1回 資料４より



【論点９】要除却認定の見直しについて②

18

改正前 改正後
（マンション敷地売却事業の要件・手続き）

①耐震性不足

②火災安全性不足

③外壁等剥落危険性

④給排水管腐食等

⑤バリフリ基準不適合

対象外
（区分所有者の全員同意が必要）

同上

①～⑤に該当しない 対象外
（区分所有者の全員同意が必要）

買
受
人
が
マ
ン
シ
ョ
ン
を
除
却

要
除
却
認
定

買
受
計
画
の
認
定

マ
ン
シ
ョ
ン
敷
地
売
却
決
議

組
合
設
立
の
認
可

マ
ン
シ
ョ
ン
と
敷
地
を
売
却

マンション敷地売却事業

マンション建替円滑化法

除
却
等
計
画
の
認
定

建
物
敷
地
売
却
決
議

組
合
設
立
の
認
可

マ
ン
シ
ョ
ン
と
敷
地
を
売
却

買
受
人
が
マ
ン
シ
ョ
ン
を
除
却

マンション敷地売却事業

区分所有法 マンション再生円滑化法

建
物
敷
地
売
却
決
議

組
合
設
立
の
認
可

マ
ン
シ
ョ
ン
と
敷
地
を
売
却

マンション敷地売却事業

区分所有法 マンション再生円滑化法

（
任
意
）
要
除
却
等
認
定

（
任
意
）

除
却
等
計
画
の
認
定

買
受
人
が

マ
ン
シ
ョ
ン
を
活
用

（
任
意
）
要
除
却
等
認
定

買
受
人
が

マ
ン
シ
ョ
ン
を
除
却

第1回 資料４より
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○建替事業の場合

マンションの状態
（客観的事由への
該当の有無）

決議の取り方 要除却等認定

組合設立認可
申請時の審査
（再生法第12条第１項

第２号）

特定行政庁への
協議

（再生法第12条第２項）

いずれにも該当しない

４／５ 取得できない 要件確認不要 不要

いずれかに該当

４／５

有

要件確認不要 不要

無

３／４

有
実質不要

（要除却等認定を
確認）

不要

無
客観的事由への該
当性の確認が必要

必要

【論点３・９・８関係】客観的事由、要除却等認定、組設認可の関係



【論点３・９・８関係】客観的事由、要除却等認定、組設認可の関係

20

マンションの状態
（客観的事由への
該当の有無）

決議の取り方 要除却等認定

組合設立認可
申請時の審査

（再生法第118条第１項
第２号）

特定行政庁への
協議

（再生法第118条第２項
第１号）

いずれにも該当しない

４／５ 取得できない 要件確認不要 不要

いずれかに該当

４／５

有

要件確認不要 不要

無

３／４

有
実質不要

（要除却等認定を
確認）

不要

無
客観的事由への該
当性の確認が必要

必要

○建物敷地売却事業の場合
（客観的事由への該当性の確認）
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マンションの状態
（客観的事由への
該当の有無）

決議の取り方
除却等計画の

認定
（買受人による除却等）

組合設立認可
申請時の審査

（再生法第118条第１項
第６号）

特定行政庁への
協議

（再生法第118条第２項
第２号）

いずれにも該当しない

４／５

有 実質不要※１ 不要

無
要除却等認定基
準への非該当性を

確認
必要

いずれかに該当

４／５

有 実質不要※１ 不要

無
要除却等認定基
準への非該当性を
確認→不認可

必要

３／４

有 実質不要※１ 不要

無
要除却等認定基
準への非該当性を
確認→不認可※２

必要

○建物敷地売却事業の場合
（要除却等認定基準への非該当性の確認）

※１：除却等計画を確認
※２：申請時点で受理しないという対応も考えられる。
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